
 

議案第１６３号 

議決事項の一部変更について（特定事業契約（大宮区役所新庁舎整備事業）） 

平成２８年６月（５月繰上げ）議会において議決を得た大宮区役所新庁舎整備事業

の特定事業契約について（議案第９８号）、下記のとおり変更するため、民間資金等

の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）

第１２条の規定により議決を求める。 

令和８年９月２日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

記 

３契約金額中「１９，７６５，０４２，１１４円」を「２０，２３９，５２２，８

４９円」に変更し、事業契約約款に定める方法の一部を別紙のとおり変更する。 

 



 

（別紙） 

特定事業契約（大宮区役所新庁舎整備事業）の事業契約約款に定   

める方法の一部の変更 

変更後  変更前  

別紙４  サ ービス 購 入料の改定 方法（ 第

８１条関係）  

（１）物価変動に基づく改定  

（略）  

イ  施設 供用 開始後 （維持管 理・ 運営

期間）の改定  

（略）  

（イ）改定に用いる指標  

・  サ ービ ス購入 料 構成費 用毎 に、

次表 の＜ 指標 ＞に 示 す適 切な 指標

に基づき改定を行う。  

＜指標＞  

 構成  

費用  

使用する  

指標  

計算  

方法  

（略）  （略）  （略）  （略）  

サービ

ス購入

料５  

（略）  「地域別最

低賃金」埼

玉県／最低

賃金時間額

【円】（厚

生労働省）  

 

 

 

改定率

②  

サービ  （略）  「地域別最  改定率  

別紙４  サ ービス 購 入料の 改定 方法（ 第

８１条関係）  

（１）物価変動に基づく改定  

（略）  

イ  施 設供 用開 始後 （維持 管理 ・運 営

期間）の改定  

（略）  

（イ）改定に用いる指標  

・  サー ビス 購 入料 構成 費用 毎に 、

次表 の ＜指 標 ＞に 示 す適 切 な指 標

に基づき改定を行う。  

＜指標＞  

 構成  

費用  

使用する  

指標  

計算  

方法  

（略）  （略）  （略）  （略）  

サービ

ス購入

料５  

（略）  「毎月勤労

統計調査」

実質賃金指

数／事業規

模５人以上

／調査産業

計／現金給

与総額（厚

生労働省）  

改定率

②  

サービ  （略）  「毎月勤労  改定率  



 

ス購入

料６  

 低賃金」埼

玉県／最低

賃金時間額

【円】（厚

生労働省）  

 

 

 

②  

・  改定の指標は、以下のとおりとす  

る。  

  (a) 「企業向けサービス価格指数」

建物サービス（日銀調査統計局）

及び「企業向けサービス価格指数  

」警備（日銀調査統計局）につい

ては、毎年１０月１日時点で確認

できる直近１年度間の指標の平均

を基にする。  

  (b) 「地域別最低賃金」埼玉県につ

いては、毎年１０月１日時点で公

表されている前年度の指標を基に

する。ただし、「地域別最低賃金  

」の指標を用いて行う初回の改定

については、令和６年度の指標を

基にする。  

・  改定方法については、上記 (a)(b)の

指標を前回改定時の指標で除した

商を改定率とし、各サービス購入

料を構成する業務費用毎に前回改

定後の支払額を基準に改定率を乗

ス購入

料６  

 統計調査」

実質賃金指

数／事業規

模５人以上

／調査産業

計／現金給

与総額（厚

生労働省）  

②  

・  改定の指標は、毎年１０月１日時

点で確認できる直近１年間の指標

の平均を基にし、次表の＜改定率

及び計算方法＞に示すとおり、各

サービス購入料を構成する業務費

用毎に前回改定後の支払額を基準

に改定率を乗じ、翌年度４月１日

以降の業務履行に対するサービス

購入料に反映させる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

じ、翌年度４月１日以降の業務履

行に対するサービス購入料に反映

させる。  

・  上記 (a)の指標は年度平均により算

出したものを比較することとし、

(b)の指標は年度の最低賃金時間額

【円】を比較することとする。  

・  前回改定時の指標に対して、今回

改定時の指標が３％以上変動した

場合に改定を行う。  

・  改定後のサービス購入料の円未満

の部分は、令和２年覚書別紙  ３

）のとおりとする。  

・  「サービス購入料５」及び「サー

ビス購入料６」の「地域別最低賃

金」の指標を用いて行う初回の改

定時に使用する前回改定時の指標

は、令和５年度の「地域別最低賃

金」埼玉県／最低賃金時間額【円

】とする。  

 

 

 

 

・  各指標はいずれも年度平均により

算出したものを比較することとす

る。  

 

・  前回改定時の指標に対して、今回

改定時の指標が３％以上変動した

場合に改定を行う。  

・  改定後のサービス購入料の円未満

の部分は切り捨てるものとする。  

 

・  事業契約の締結以降、サービス購

入料を改定していない費用につい

ては、事業契約締結日の属する年

度の１０月１日時点で確認できる

最新の指標を前回改定時の指標と

みなす。  

 

＜改定率及び計算方法＞  

 

改 定 率 ① の 場 合  AP t  ＝  AP 0  ×

（ SPPI s - 1／ SPPI 0）  

改 定 率 ② の 場 合  AP t  ＝  AP 0  ×

（ MW s - 1／ MW 0）  

t      ：改定年度  

s   ：改定に係る算定年度（改

＜改定率及び計算方法＞  

                  

改 定 率 ① の 場 合  AP t  ＝  AP 0  ×

（ CSPI t - 1／ CSPI 0）  

改 定 率 ② の 場 合  AP t  ＝  AP 0  ×

（ RWI t - 1／ RWI 0）  

t      ：改定年度  

 



 

定年度の前年度）  

0      ：前回改定年度  

AP t     ：改定後のＡ業務のサービ

ス購入料  

AP 0     ：前回改定後のＡ業務のサ

ービス購入料  

SPPI s - 1：算定年度の前年度の企業

向 け サ ー ビ ス 価 格 指 数

（１年度間の平均）  

SPPI 0   ：前回改定時の基礎となっ

た企業向けサービス 価格

指数（１年度間の平均）  

 

MW s - 1   ：算定年度の前年度の地域

別最低賃金（埼玉県）（た

だし、「地域別最低賃金」

の指標を用いて行う 初回

の改定時は、令和６ 年度

の地域別最低賃金（ 埼玉

県））  

MW 0     ：前回改定時の基礎となっ

た地域別最低賃金（ 埼玉

県）（ただし、「地 域別

最低賃金」の指標を 用い

て行う初回の改定時 は、

令和５年度の地域別 最低

賃金（埼玉県））  

 

 

 

0      ：前回改定年度  

AP t     ：改定後のＡ業務のサービ

ス購入料           

AP 0     ：前回改定後のＡ業務のサ

ービス購入料  

CSPI t - 1：改定時前年度の企業向け

サービス価格指数（直近

１年間の平均）  

CSPI 0   ：前回改定時の基礎となっ

た企業向けサービス価格

指数（直近１年間の平均

）  

RWI t - 1 ：改定時前年度の実質賃金

指数（直近１年間の平均

）  

 

 

 

 

RWI 0    ：前回改定時の基礎となっ

た実質賃金指数（直 近１

年間の平均）  

 

 

 

 

 

 



 

（２）金利変動に基づく改定  

（略）  

イ  基準金利確定日以降の金利変動に

基づく改定  

（略）  

基準 金利 見直 し時 に おけ る基 準金

利は、令和１１年（２０２９年）４月

１日の ２営 業日前 の 午前１ ０時 現在

の東京 スワ ップレ フ ァレン スレ ート

（ＴＳ Ｒ） として Ｊ ＰＴＳ ＲＴ ＯＡ

＝ＲＦ ＴＢ に掲示 さ れてい るＴ ＯＮ

Ａベー ス１ ０年物 （ 円－円 ）の 金利

スワップレートとし、改定手続きは、

「 ア  基 準 金 利 確 定 日 に お け る 改

定」と同様とする。  

（２）金利変動に基づく改定  

（略）  

イ  基準金利確定日以降の金利変動に

基づく改定  

（略）  

基準 金 利見 直 し時 に おけ る 基準 金

利は 、平 成４ １ 年４ 月１ 日の ２営 業

日前 の午 前１ ０ 時現 在の 東京 スワ ッ

プレ ファ レン ス レー ト（ ＴＳ Ｒ） と

して テレ レー ト １７ １４ ３ペ ージ に

掲示 され てい る ６ヶ 月Ｌ ＩＢ ＯＲ ベ

ース １０ 年物 （ 円－ 円） の金 利ス ワ

ップレートとし、改定手続きは、「ア  

基準 金利 確定 日 にお ける 改定 」と 同

様とする。  

  

 

 


